
第4回児童虐待防止のための親権の在り方に関する専門委員会 論点ペーパー   

本資料は、「児童虐待防止のための親権制度研究会報告書」の記載及びこれまでの本専門   

委員会の御議論を踏まえ、事務局において第4回の専門委員会の議論の材料として論点を整   

理したものである。  

Ⅰ 親権を行う者がない子を適切に監護等するための手当て  

1 問題の所在等   

親権を行う者がない子を適切に監護養育するために、未成年後見人に関する制度   

等を見直すことについて、検討するものである。   

親権者の親権を制限した結果として親権の全部又は一部を行う者がいない状態に   

なる場合には、通常、子を適切に監護等するためにその権限を（親権者に代わって）   

行使する者が必要となる。民法においては、このような者として未成年後見人が選   

任されることが予定されている＊－。   

もっとも、未成年後見人については、未成年後見人となる者を確保するのが困難   

であるという現実的な問題がある。その原因としては、未成年後見人の個人として   

のプライバシーが明らかになるという問題＊2や、報酬確保が困難であるという問題＊3   

等が指摘されている。そして、このように未成年後見人の引受手の確保が困難であ   

ることが、親権喪失制度が積極的に活用されていない理由の一つであるとの指摘も   

されている（事案Ⅰ参照）。  

事案Ⅰ：親権者について親権喪失の原因があるが、親権を喪失させた後に、未成年後見人を引   

き受けてくれる者を確保することができないので、親権喪失宣告の申立て自体がちょうち   

ょされる事案。  

＊l民法第838条第1号は、未成年者に対して親権を行う者がないとき、又は親権を行う者が   

管理権を有しないときに、未成年後見が開始する旨を規定する。  

＊2個人として未成年後見人に選任される場合には、個人としての本籍等が未成年者の戸籍に記   

載されることとなる。  

＊3後見人の報酬は被後見人の財産の中から支払われるものとされている（民法第862条）。  
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現在、児童相談所長等が個人として未成年後見人に選任されることがあるが、こ  

のような運用については、上記のようなプライバシーに関する問題があるほか、異  

動等により役職を離れることなどを考えると、私人の立場で未成年後見人となるこ  

とは実情にそぐわないなどといった指摘がされているところである。   

以上のような点を踏まえ、未成年後見人の引受手を確保するとともに、それが困  

難な場合であっても親権を行う者のいない未成年者を適切に監護養育することがで  

きるようにするために、現在ある制度をどのように改正し、又はどのような制度を  

新たに設けるのが適切かといった観点から「児童虐待防止のための親権制度研究会」  

において検討がなされた。  

2 法人による未成年後見   

※ 法制審議会において、検討中の論点。  

（1）現状とその問題点等  

未成年後見人については、その権利義務の内容が未成年者の身上監護に重点が   

置かれていることなどから、民法上、法人を選任することはできないものと解さ   

れている。しかしながら、現実には、その引受手を確保するのが困難であること   

は前述したとおりであり、そのため、引受手の選択肢を広げるために、法人を未   

成年後見人に選任することができるようにすることが考えられる。  

（2）今後の検討課題等  

もっとも、法人を未成年後見人に選任することができるものとすることについ   

ては、現在、それが認められていない上記理由にも相応の合理性があると考えら   

れるところであり、法人が未成年後見人の職務を行うことが適当かどうかについ   

ての検討が必要である。この点については、例えば、事実上自立した年長者の場   

合であれば、未成年後見人が現実に引き取って世話をするということはなく、財   

産に関する権限の行使が主な職務となることを考えると、法人が未成年後見人の   

職務を行うことは不適当であると一般的にはいえないとの意見等があった。  

また、現に未成年後見人としての適格性を有する法人がどの程度存在するかが   

明らかでないといった実際上の問題もある。この点については、例えば、社会福   

祉法人が運営する児童福祉施設から自立した未成年者に親権を行う者がいないよ  
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うな場合には、当該法人を未成年後見人に選任するといったことが考えられると  

の指摘があった。   

法人による未成年後見については、今後、以上のような点を踏まえ、更に検討  

が深められることが期待されるが、そのためには、実態等の把握も重要であると  

考えられる。   

なお、法人を未成年後見人に選任することができるものとするかどうかの点と  

併せて、未成年後見人は一人でなければならないとする民法第842条の規定の  

見直しについても検討する余地がある。この点については、未成年後見人を複数  

選任することができるものとし、例えば、未成年者自身に多額の財産があるよう  

な場合に、身上監護については親族から未成年後見人を選任しつつ、財産管理に  

ついては法律の専門家等から別途後見人を選任することができるようにしてもよ  

′ いのではないかとの意見もあった。他方で、未成年後見人の職務の性質上、複数  

の未成年後見人間の方針に覿茜吾が生ずることが未成年者の福祉の観点から相当で  

はなく、その弊害は権限の調整規定によって解決し得る性質のものではないと考  

えられることなどから、慎重に検討すべきとの意見もあった＊4  

3 里親等委託中又は一時保護中の児童に親権者等がいないときの取扱い  

（1）現状とその問題点等  

施設入所中の児童で親権者及び未成年後見人のないものについては、施設長が、   

親権者又は未成年後見人があるに至るまでの問、親権を行うものとされているが   

（児童福祉法第47条第1項）、里親等委託中又は一時保護中の児童については、   

現行法上、未成年後見人の選任で対応しなければならない。  

しかしながら、現実には、その引受手を確保するのが困難であることは前述し   

たとおりである。そこで、里親等委託中又は一時保護中の児童についても、親権   

者及び未成年後見人がないときには、親権者又は未成年後見人があるに至るまで   

の間、児童相談所長が個人としてではなく機関として親権を行うものとすること  

†  

＊4平成11年民法改正の際にも、本文記載のような理由から、同改正前の第843条による未  

成年後見人の数を一人とする規律が維持されたという経緯がある。  
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が考えられる。  

（2）今後の検討課題等  

もっとも、親権者及び未成年後見人のない児童に対し親権を行う主体について   

は、現行制度において施設入所中の児童に対して施設長が親権を行うものとされ   

ていることにかんがみ、一時保護中の児童に対しては児童相談所長とし、里親等   

委託中の児童に対しては里親等とすることも考えられる＊5。この点については、   

それぞれの場面において、どの主体が親権を行うものとするのが児童の福祉にか   

なうかといった観点から、施設長、里親等、児童相談所長それぞれの現状や特質   

等も踏まえて、検討する必要があると考えられる。  

4 施設入所等の措置及び一時保護が行われていない未成年者に親権者等がいないと   

きの取扱い  

（1）現状とその問題点等  

施設入所等の措置及び一時保護が行われていない未成年者に親権者及び未成年   

後見人がないときには、未成年後見人の選任で対応しなければならない＊6が、現   

実には、その引受手を確保するのが困難であることは前述したとおりである。  

そこで、施設入所等の措置及び一時保護が行われていない未成年者であって親   

権を行う者及び未成年後見人のないものに対しても、その福祉のため必要がある  

ときには、親権者又は未成年後見人があるに至るまでの問、児童相談所長が親権  

＊5現在、施設入所中の児童に対して施設長が親権を行うものとされている点を変更し、施設入   

所中、里親等委託中及び一時保護中のいずれの場合であっても、児童相談所長が親権を行う   

ものとするのが適当であるとの意見もあったが、他方で、現在、施設入所中の児童に対して   

施設長が親権を行うものとされていることについて、特段の不都合は指摘されておらず、こ   

れを変更する必要性は乏しいとの意見があった。  

＊6ただし、平成19年改正法により、児童相談所長が未成年後見人の選任を請求した未成年者   

（児童福祉施設に入所中の児童を除く。）に対しては、当該児童相談所長が、親権を行う者又   

は未成年後見人があるに至るまでの間、親権を行うものとされた（同法第33条の8第2  

項）。  
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